
  漁協の６次産業化 
 コンサルティング 
   ご  案  内 

 ニーズ調査の結果によると、消費者の多くは、魚を食べる機会を増やしたいと考えていますが、

消費統計によると、家庭での水産物消費は減少傾向が続いています。輸入水産物が国産水産

物の消費減を後押しする状況も続いています。 

 このような影響から、産地市場と「従来の販売事業」の縮小が進む状況を背

景に、１次加工、外食・小売り等への配送、直売所など、６次産業化によ
る「新たな販売事業」に取り組み、成果をあげる地域が増えています。 

 特定の需要にターゲットを絞れば、必ず貴地域の水産物には優位性があります。弊社が、

地域の特徴、組合の実情を踏まえ、６次産業化を支援します。  

魚食普及と漁業再生の切り札 

ゼロから立ち上げまで、事業計画から施設設計までを全てサポート！ 

１次産業のコンサルタント 株式会社 流通研究所 

  

弊社が実施するコンサルティング業務の特徴 

 １次産業専門コンサルタントのノウハウを活かし、地域を取り巻く市場環境や地域漁業の

強み・弱みを総合的に踏まえ、地域に最適な６次産業化の方向を一緒に考えます。事業・収

支計画の検討、施設設計、行政との連携、組合員との協力体制の整備、販路開拓等、事業

展開に係る様々な課題解決をサポートします。 

実施体制の整備も支援します！ 
 限られた人員で新しい事業を始めるためには、体制を整備

することが必要ですが、この前提条件をクリアできない組合も

少なくありません。弊社は、これまでの経験を活かし、支所運

営の合理化、水揚げ港の集約などにより、新たな事業に人員

を投下するための前提条件の整備もご支援します。 

財源の確保を支援 交付金の申請はお任せください！ 
 交付金の導入に強いのが弊社の特徴です。強い水産業づくり交付金、農山漁村活性化プ

ロジェクト、産地水産業強化支援事業など、事業計画の策定、費用対効果の測定等、事業

申請に係る書類作成はお任せください。 

ご予算 
 基本計画の作成＋交

付金申請３００万円～ 

＊裏面をご覧の上お問

い合わせください。   

直売所 

加 工 

配 送 



 ◇ 設  立  平成４年２月 

 ◇ 資 本 金  ４千百万円  

 ◇ 売  上  １億６千万円（平成２４年度） 

 ◇ 事業内容  第１次産業の振興に関する調査・コンサルティング事業 

 ◇ 取 引 先  国、県、市町村、農業協同組合、漁業協同組合、農業生産法人等 

 ◇ 役職員数  １４名 

 ◇ 代 表 者  代表取締役 釼持雅幸 

 ◇ 有資格者  中小企業診断士、１級建築士、２級建築士、経済学修士・工学修士 

お問い合わせ先  株式会社 流通研究所 （担当 村上、森岡、松谷） 

 ホームページ：http://www.ryutsu-kenkyusho.co.jp/ 

 電話：０４６－２９５－０８３１ ファックス：０４６－２９５－０８３４ 

    神奈川県厚木市寿町１－４－３－２ メール：info@ryutsu-kenkyusho.co.jp 

漁業協同組合（漁業協同組合に関する業務実績） 

 ○ 加工施設・直売施設導入に係る基本計画作成、交付金申請    関東地方漁協 

 ○ 直売所の整備基本計画策定・交付金導入支援          関東地方漁協 

 ○ 直売所の整備に係る基本計画作成               中国地方の漁協 

 ○ 産地市場の統合に係るコンサルティング            関東地方の漁協 

 ○ 販売事業の合理化と直売事業に関するコンサルティング     関東地方の漁協 

 ○ 移動販売事業の実施に係るコンサルティング          関東地方の漁協 

 ○ 養殖事業、飲食事業の経営改善に係るコンサルティング     関東地方の漁協 

  

官公庁（国、県、市町村における業務実績） 

 ○ 中央卸売市場の事業展開に係る調査業務            関東地域内 

 ○ 農産物・水産物アンテナショップ開業支援           広島県神石郡 

 ○ 地方卸売市場の事業展開に係るコンサルティング        栃木県内 

 ○ 地方卸売市場の事業展開に係るマーケティング調査       千葉県内 

 ○ 道の駅・直売所開業支援                   全国十数カ所  

会 社 概 要 

関 連 業 務 実 績 


